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(57)【要約】
【課題】　本発明の目的とするところは、より簡単かつ
効率的に３Ｄメガネを充電できる無線電力送信装置及び
その無線電力送信システムを提供することにある。
【解決手段】　無線電力送信装置及び無線電力送信シス
テムが提供される。本無線電力送信装置は、ＲＦアンプ
部と、送信共振部を含むメインボディと、メインボディ
の側面に位置した支持台とを含み、送信共振部は送信導
電性ワイヤループを用いて支持台上に位置した第１無線
電力受信装置に水平磁気フィールドを提供し、第１無線
電力受信装置はループ面が水平磁気フィールドと垂直方
向の第１受信導電性ワイヤループを含む。これにより、
無線電力をより簡単かつ効率的に充電することができる
ようになる。
【選択図】　　　図２Ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線電力送信装置において、
　ＲＦアンプ部（ＲＦ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ　Ｂｌｏｃｋ）と、
　送信共振部を含むメインボディと、
　前記メインボディの側面に位置した支持台と
　を含み、
　前記送信共振部は送信導電性ワイヤループ（Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｗｉｒｅ　Ｌｏｏ
ｐ）を用いて前記支持台上に位置した第１無線電力受信装置に水平磁気フィールドを提供
し、
　前記第１無線電力受信装置はループ面が前記水平磁気フィールドと垂直方向の第１受信
導電性ワイヤループを含むことを特徴とする無線電力送信装置。
【請求項２】
　前記送信共振部は前記送信導電性ワイヤループを用いて、前記メインボディ上に位置し
た第２無線電力受信装置に垂直磁気フィールドを提供し、
　前記第２無線電力受信装置はループ面が前記垂直磁気フィールドと垂直方向の第２受信
導電性ワイヤループを含むことを特徴とする請求項１に記載の無線電力送信装置。
【請求項３】
　前記メインボディは、シリンダ型であり、
　前記支持台は、円形板であり、
　前記送信導電性ワイヤループは、シリンダ型であることを特徴とする請求項１に記載の
無線電力送信装置。
【請求項４】
　前記送信共振部は、
　共振キャパシタ及び前記送信導電性ワイヤループに電流を誘導するフィーダ導電性ワイ
ヤループ（Ｆｅｅｄｅｒ　Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｗｉｒｅ　Ｌｏｏｐ）を更に含むこと
を特徴とする請求項１に記載の無線電力送信装置。
【請求項５】
　前記無線電力送信装置は、
　Ｒｏｏｔ（Ｑｓ＊Ｑｄ）（Ｑｓは無線電力送信装置のＱ値、Ｑｄは無線電力受信装置の
Ｑ値）に比例する伝送効率を持つことを特徴とする請求項１に記載の無線電力送信装置。
【請求項６】
　前記送信共振部は、
　可変可能な共振周波数を持ち、
　１ＭＨｚないし３０ＭＨｚの共振周波数を持つことを特徴とする請求項１に記載の無線
電力送信装置。
【請求項７】
　前記ＲＦアンプ部は、
　可変可能な動作周波数（Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）を持つことを特徴
とする請求項１に記載の無線電力送信装置。
【請求項８】
　前記送信導電性ワイヤループは、
　前記メインボディ内部の周縁に接することを特徴とする請求項１に記載の無線電力送信
装置。
【請求項９】
　前記送信導電性ワイヤループは、
　垂直磁気フィールド及び水平磁気フィールドを同時に生成することを特徴とする請求項
１に記載の無線電力送信装置。
【請求項１０】
　前記無線電力送信装置は、
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　前記ＲＦアンプ部と前記送信共振部との間に遮蔽剤を更に含み、
　前記遮蔽剤は、
　フェライトシート（Ｆｅｒｒｉｔｅ　Ｓｈｅｅｔ）であることを特徴とする請求項１に
記載の無線電力送信装置。
【請求項１１】
　前記ＲＦアンプ部は、
　シールドケース（Ｓｈｉｅｌｄ　Ｃａｓｅ）で囲い込まれており、
　前記シールドケースは、はんだメッキであることを特徴とする請求項１に記載の無線電
力送信装置。
【請求項１２】
　前記無線電力送信装置は、
　前記ＲＦアンプ部と前記送信共振部との間に予め設定された離間距離を持つように形成
されることを特徴とする請求項１に記載の無線電力送信装置。
【請求項１３】
　前記第１無線電力受信装置は、
　３Ｄメガネ、携帯電話、及びリモコンのうちいずれか一つであり、
　前記第２無線電力受信装置は、
　３Ｄメガネ、携帯電話、及びリモコンのうちいずれか一つであることを特徴とする請求
項２に記載の無線電力送信装置。
【請求項１４】
　無線電力送信システムにおいて、
　垂直方向の磁気フィールドと水平方向の磁気フィールドとを同時に生成する無線電力送
信装置と、
　ループ面が前記水平方向の磁気フィールドと垂直方向の第１受信導電性ワイヤループを
持つ第１無線電力受信装置と、
　ループ面が前記水平方向の磁気フィールドと垂直方向の第２受信導電性ワイヤループを
持つ第２無線電力受信装置と
　を含む無線電力送信システム。
【請求項１５】
　前記無線電力送信装置は、
　送信共振器を含むメインボディと、
　前記メインボディの側面に位置した支持台とを含み、
　前記送信共振器は、前記支持台上に位置した前記第１無線電力受信装置に前記水平方向
の磁気フィールドを提供し、前記メインボディ上に位置した前記第２無線電力受信装置に
前記垂直方向の磁気フィールドを提供することを特徴とする請求項１４に記載の無線電力
送信システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線電力送信装置及びその無線電力送信システムに関し、より詳細には、共
振器を用いて無線で外部装置を充電する無線電力送信装置及びその無線電力送信システム
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　最近は、ディスプレイ装置が２Ｄ映像だけでなく、立体感のある３Ｄ映像も提供してい
る。特に、立体感のある３Ｄ映像を視聴するためのディスプレイ装置としては、特殊眼鏡
を使用する眼鏡式と、特殊眼鏡を使用しない非眼鏡式とがある。
【０００３】
　特に、立体感のある３Ｄ映像を視聴するためには、シャッターグラス方式のディスプレ
イ装置では、ディスプレイ装置から送信された同期信号によって３Ｄメガネの左眼グラス
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と右眼グラスとが交互にオン／オフされなければならない。即ち、３Ｄ映像を視聴するた
めには、３Ｄメガネを駆動するための電力供給が必要である。
【０００４】
　この時、３Ｄメガネの電力を供給するための方法には、使い捨てのバッテリー式と充電
式とが存在する。使い捨てのバッテリー式の場合、毎回バッテリーを取り替えなければな
らないため、費用がかさむなど不都合があった。なお、充電式の場合、ケーブルを用いて
３Ｄメガネを充電しなければならないため、常にケーブルを持ち歩かなければならず、見
た目上にも望ましくないという短所があった。
【０００５】
　従って、より簡単かつ効率的に３Ｄメガネを充電できる方策への模索が求められる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】韓国特開第２００９－００５０９１２号公報
【特許文献２】韓国特開第２０１０－００７０６９０号公報
【特許文献３】韓国特開第２００４－００８８８９１号公報
【特許文献４】韓国特開第２００９－０１２８４５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　そこで、本発明は、上記問題に鑑みてなされたものであり、本発明の目的とするところ
は、より簡単かつ効率的に３Ｄメガネを充電できる無線電力送信装置及びその無線電力送
信システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記目的を達成するための本発明の一実施形態に係る無線電力送信装置において、ＲＦ
アンプ部（ＲＦ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ　Ｂｌｏｃｋ）と、送信共振部を含むメインボディ
と、前記メインボディの側面に位置した支持台とを含み、前記送信共振部は送信導電性ワ
イヤループ（Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｗｉｒｅ　Ｌｏｏｐ）を用いて前記支持台上に位置
した第１無線電力受信装置に水平磁気フィールドを提供し、前記第１無線電力受信装置は
ループ面が前記水平磁気フィールドと垂直方向の第１受信導電性ワイヤループを含む。
【０００９】
　なお、前記送信共振部は前記送信導電性ワイヤループを用いて、前記メインボディ上に
位置した第２無線電力受信装置に垂直磁気フィールドを提供し、前記第２無線電力受信装
置はループ面が前記垂直磁気フィールドと垂直方向の第２受信導電性ワイヤループを含ん
でよい。
【００１０】
　そして、前記メインボディは、シリンダ型であってよい。
【００１１】
　なお、前記支持台は、円形板であってよい。
【００１２】
　そして、前記送信導電性ワイヤループは、シリンダ型であってよい。
【００１３】
　なお、前記送信導電性ワイヤループは、ワイヤループが円形で曲がることによりシリン
ダ型に形成されてよい。
【００１４】
　そして、共振キャパシタ及び前記送信導電性ワイヤループに電流を誘導するフィーダ導
電性ワイヤループ（Ｆｅｅｄｅｒ　Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｗｉｒｅ　Ｌｏｏｐ）を更に
含んでよい。
【００１５】
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　なお、前記無線電力送信装置は、Ｒｏｏｔ（Ｑｓ＊Ｑｄ）（Ｑｓは無線電力送信装置の
Ｑ値、Ｑｄは無線電力受信装置のＱ値）に比例する伝送効率を持ってよい。
【００１６】
　そして、前記送信共振部は、１ＭＨｚないし３０ＭＨｚの共振周波数を持ってよい。
【００１７】
　なお、前記送信共振部は、可変可能な共振周波数を持ってよい。
【００１８】
　そして、前記ＲＦアンプ部は、可変可能な動作周波数（Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｆｒｅｑ
ｕｅｎｃｙ）を持ってよい。
【００１９】
　なお、前記送信導電性ワイヤループは、前記メインボディ内部の周縁に接してよい。
【００２０】
　そして、前記送信導電性ワイヤループは、垂直磁気フィールド及び水平磁気フィールド
を同時に生成してよい。
【００２１】
　なお、前記無線電力送信装置は、前記ＲＦアンプ部と前記送信共振部との間に遮蔽剤を
更に含んでよい。
【００２２】
　そして、前記遮蔽剤は、フェライトシート（Ｆｅｒｒｉｔｅ　Ｓｈｅｅｔ）であってよ
い。
【００２３】
　なお、前記ＲＦアンプ部は、シールドケース（Ｓｈｉｅｌｄ　Ｃａｓｅ）で囲い込まれ
てよい。
【００２４】
　そして、前記シールドケースは、はんだメッキであってよい。
【００２５】
　なお、前記無線電力送信装置は、前記ＲＦアンプ部と前記送信共振部との間に予め設定
された離間距離を持つように形成されてよい。
【００２６】
　そして、前記第１無線電力受信装置は、３Ｄメガネ、携帯電話、及びリモコンのうちい
ずれか一つであってよい。
【００２７】
　そして、前記第２無線電力受信装置は、３Ｄメガネ、携帯電話、及びリモコンのうちい
ずれか一つであってよい。
【００２８】
　一方、上述の目的を達成するために案出された本発明の一実施形態に係る無線電力送信
システムは、垂直方向の磁気フィールドと水平方向の磁気フィールドとを同時に生成する
無線電力送信装置と、ループ面が前記水平方向の磁気フィールドと垂直方向の第１受信導
電性ワイヤループを持つ第１無線電力受信装置と、ループ面が前記水平方向の磁気フィー
ルドと垂直方向の第２受信導電性ワイヤループを持つ第２無線電力受信装置とを含んでよ
い。
【００２９】
　そして、前記無線電力送信装置は、送信共振器を含むメインボディと、前記メインボデ
ィの側面に位置した支持台とを含み、前記送信共振器は、前記支持台上に位置した前記第
１無線電力受信装置に前記水平方向の磁気フィールドを提供してよい。
【００３０】
　なお、前記送信共振部は、前記メインボディ上に位置した前記第２無線電力受信装置に
前記垂直方向の磁気フィールドを提供してよい。
【００３１】
　そして、前記無線電力送信装置は、シリンダ型の送信導電性ワイヤループを含んでよい
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。
【００３２】
　なお、前記無線電力送信装置は、ワイヤループが円形で曲がることによりシリンダ型に
形成される送信導電性ワイヤループを含んでよい。
【００３３】
　そして、前記無線電力送信装置は、共振キャパシタ及び前記送信導電性ワイヤループに
電流を誘導するフィーダ導電性ワイヤループ（Ｆｅｅｄｅｒ　Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｗ
ｉｒｅ　Ｌｏｏｐ）を更に含んでよい。
【００３４】
　なお、前記無線電力送信システムは、Ｒｏｏｔ（Ｑｓ＊Ｑｄ）（Ｑｓは無線電力送信装
置のＱ値、Ｑｄは無線電力受信装置のＱ値）に比例する伝送効率を持ってよい。
【００３５】
　そして、前記無線電力送信装置は、１ＭＨｚないし３０ＭＨｚの共振周波数を持ってよ
い。
【００３６】
　なお、前記無線電力送信装置は、可変可能な共振周波数を持ってよい。
【００３７】
　そして、前記無線電力送信装置は、可変可能な動作周波数（Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｆｒ
ｅｑｕｅｎｃｙ）を持つＲＦアンプ部と含んでよい。
【００３８】
　なお、前記無線電力送信装置は、ＲＦアンプ部と、送信導電性ワイヤループと、前記Ｒ
Ｆアンプ部と前記送信導電性ワイヤループとの間に遮蔽剤を更に含んでよい。
【００３９】
　そして、前記遮蔽剤は、フェライトシート（Ｆｅｒｒｉｔｅ　Ｓｈｅｅｔ）であってよ
い。
【００４０】
　なお、前記ＲＦアンプ部は、シールドケース（Ｓｈｉｅｌｄ　Ｃａｓｅ）で囲い込まれ
てよい。
【００４１】
　そして、前記シールドケースは、はんだメッキであってよい。
【００４２】
　なお、前記無線電力送信装置は、前記ＲＦアンプ部と前記送信共振部との間に予め設定
された離間距離を持つように形成されてよい。
【００４３】
　そして、前記第１無線電力受信装置は、３Ｄメガネ、携帯電話、及びリモコンのうちい
ずれか一つであってよい。
【００４４】
　そして、前記第２無線電力受信装置は、３Ｄメガネ、携帯電話、及びリモコンのうちい
ずれか一つであってよい。
【００４５】
　そして、前記無線電力送信装置は、前記第１無線電力受信装置を収納するための円形支
持台を含んでよい。
【００４６】
　上述のように本発明によると、３Ｄメガネを簡単かつ効率的に充電できるようになる。
【発明の効果】
【００４７】
　以上説明したように本発明によれば、一つの無線電力送信装置を通じて複数の無線電力
受信装置（３Ｄメガネやリモコンや携帯電話など）を充電することにより、ユーザはより
簡単かつ効率的に各種機器を充電できるようになる。
【図面の簡単な説明】
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【００４８】
【図１】本発明の一実施形態に係る無線電力送信システムを示す図である。
【図２Ａ】本発明の一実施形態に係る無線電力送信システムのブロック部を示す図である
。
【図２Ｂ】本発明の一実施形態に係る送信共振部の構成を示す図である。
【図２Ｃ】本発明の一実施形態に係る受信共振部の構成を示す図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る無線電力送信装置を示す図である。
【図４Ａ】本発明の一実施形態に係る無線電力送信装置の磁気フィールドを説明するため
の図である。
【図４Ｂ】本発明の一実施形態に係る無線電力送信装置の磁気フィールドを説明するため
の図である。
【図４Ｃ】本発明の一実施形態に係る無線電力送信装置の磁気フィールドを説明するため
の図である。
【図５】本発明の一実施形態に係る無線電力送信装置の遮蔽構造について説明するための
図である。
【発明を実施するための形態】
【００４９】
　以下に添付図面を参照しながら、本発明の好適な実施の形態について詳細に説明する。
【００５０】
　図１は、本発明の一実施形態に係る無線電力送信システムのブロック図を示す図である
。特に、本発明の一実施形態に係る無線電力送信システムは、無線電力送信装置１００と
、第１無線電力受信装置２００及び第２無線電力受信装置３００を含む。
【００５１】
　無線電力送信装置１００は、送信共振器（図２Ａ及び図２Ｂを参照して後述する）を用
いて第１無線電力受信装置２００及び第２無線電力受信装置３００に無線で磁気的エネル
ギーを送信する。
【００５２】
　具体的に、無線電力送信装置１００は、シリンダ型に形成された送信共振器を用いて、
地表面に対して水平方向の磁気フィールドと垂直方向の磁気フィールドを生成する。そし
て、無線電力送信装置１００は、水平方向の磁気フィールドを用いて、無線電力送信装置
１００の支持台１４０に置かれた第１無線電力受信装置２００を充電し、垂直方向の磁気
フィールドを用いて、無線電力送信装置１００のメインボディ１３０の上面１７０に置か
れた第２無線電力受信装置３００を充電する。
【００５３】
　特に、図１に示すように、無線電力送信装置１００は水平方向の磁気フィールド及び垂
直方向の磁気フィールドを同時に生成するために、送信共振部を含むシリンダ型のメイン
ボディ１３０及びシリンダ型の送信導電性ワイヤループ（Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｗｉｒ
ｅ　Ｌｏｏｐ）を含む。
【００５４】
　第１無線電力受信装置２００は、受信共振器（図２Ａ及び図２Ｃを参照して後述する）
を用いて無線電力送信装置１００から伝送される磁気的エネルギーを用いて電源を充電す
る。具体的に、第１無線電力受信装置２００は、無線電力送信装置１００の送信共振器か
ら生成された水平方向の磁気フィールドを用いて電源を充電する。この時、第１無線電力
受信装置２００の受信共振器は、ループ面が水平方向の磁気フィールドと垂直の第１受信
導電性ワイヤループとを含む。ここで、ループ面とは、受信導電性ワイヤループがなして
いる面をいう。
【００５５】
　一方、第１無線電力受信装置２００は３Ｄメガネであってよいが、これに限定されるこ
となく、リモコン又は携帯電話のような装置にも適用可能である。例えば、リモコン又は
携帯電話を支持台１４０に載せておく場合、リモコン又は携帯電話の受信導電性ワイヤル
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ープのループ面が水平方向の磁気フィールドと垂直になるように置くと、リモコン又は携
帯電話を充電できるようになる。
【００５６】
　第２無線電力受信装置３００は、受信共振器を用いて無線電力送信装置１００から伝送
される磁気的エネルギーを用いて電源を充電する。具体的に、第２無線電力受信装置３０
０は、無線電力送信装置１００の送信共振器から生成された垂直方向の磁気フィールドを
用いて電源を充電する。この時、第２無線電力受信装置３００の受信共振器は、ループ面
が垂直方向の磁気フィールドと垂直の第２受信導電性ワイヤループを含む。
【００５７】
　一方、第２無線電力受信装置３００はリモコン又は携帯電話であってよいが、これに限
定されることなく、３Ｄメガネのような装置にも適用可能である。例えば、３Ｄメガネを
メインボディの上面に載せておく場合、３Ｄメガネの受信導電性ワイヤループのループ面
が垂直方向の磁気フィールドと垂直になるように置くと、３Ｄメガネを充電できるように
なる。
【００５８】
　特に、無線電力送信装置１００と、第１無線電力受信装置２００及び第２無線電力受信
装置３００は、高い共振品質係数（Ｑ－ｆａｃｔｏｒ）を持つことができる。これは、エ
ネルギー受信効率が無線電力送信装置１００及び無線電力受信装置２００、３００のＱ－
ｆａｃｔｏｒが大きくなればなるほど、大きくなるためである。特に、無線電力送信シス
テム１００は、Ｒｏｏｔ（Ｑｓ＊Ｑｄ）（Ｑｓは無線電力送信装置のＱ値、Ｑｄは無線電
力受信装置のＱ値）に比例する伝送効率を持ってよい。なお、無線電力送信装置１００及
び無線電力受信装置２００、３００が高いＱ－ｆａｃｔｏｒを持つために、ループ（Ｌｏ
ｏｐ）型の共振器を持ち、高品質低損失（即ち、導線の抵抗が低い）キャパシタで構成さ
れてよい。なお、金属物が近くにある場合、Ｑ値が急激に低くなるため、無線電力送信装
置１００及び無線電力受信装置２００、３００は遮蔽構造を持ってよい。
【００５９】
　以下では、図２Ａないし図２Ｃを参照しながら、無線電力送信システム１００の無線充
電方法について説明する。
【００６０】
　上述のように、無線電力送信システム１００は、無線電力送信装置１００及び第１無線
電力受信装置２００を含む。この時、無線電力送信装置１００はＲＦアンプ部（ＲＦ　Ａ
ｍｐｌｉｆｉｅｒ　Ｂｌｏｃｋ）１１０及び送信共振部１２０を含む。
【００６１】
　ＲＦアンプ部１１０は、電源部（図示せず）から伝送されたＤＣ電圧を用いて高周波の
ＡＣ波形を生成して磁場を形成させて共振周波数に集中した磁場を形成する。そして、Ｒ
Ｆアンプ部１１０は、高周波（ＭＨｚ級）のＡＣ波形を生成して送信共振部１２０に励磁
させる。この時、ＲＦアンプ部１１０は、特定の動作周波数（Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｆｒ
ｅｑｕｅｎｃｙ）を持ち、特定の動作周波数は可変可能である。
【００６２】
　なお、ＲＦアンプ部１１０の特定の動作周波数は、送信共振器１２０から発生する磁場
の共振周波数と同じであり、ＲＦアンプ部１１０の動作周波数は１３．９５ＭＨｚであっ
てよい。しかし、これは一実施形態に過ぎず、ＲＦアンプ部１１０の動作周波数は１～３
０ＭＨｚの範囲内の周波数であってよい。１～３０ＭＨｚの範囲の動作周波数を持つ場合
、共振器のサイズが小さくなってよく、高いＱ－ｆａｃｔｏｒを持ってよく、動作周波数
の範囲があまりにも大きすぎたり小さすぎたりする場合、パワー素子の限界により伝送効
率が急減するため効率的ではない。
【００６３】
　図２Ｂに示すような送信共振部１２０は、第１無線電力受信装置２００に送信する磁気
的エネルギーを生成する。具体的に、送信共振部１２０はフィーダ導電性ワイヤループ１
２６と、送信導電性ワイヤループ１２５及び共振キャパシタ１２７を含む。
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【００６４】
　フィーダ導電性ワイヤループ１２６は、インダクティブカップリング（Ｉｎｄｕｃｔｉ
ｖｅ　Ｃｏｕｐｌｉｎｇ）の形態で接続された送信導電性ワイヤループ１２５に電流を誘
導し、共振周波数に集中した磁場の生成を誘導する。この時、共振周波数は上述のように
、１３．９５ＭＨｚであってよい。しかし、これは一実施形態に過ぎず、ＲＦアンプ部１
１０の動作周波数は１～３０ＭＨｚの範囲内の周波数であってよい。
【００６５】
　送信導電性ワイヤループ１２５は、共振周波数に集中した磁場を生成する。この時、送
信導電性ワイヤループ１２５は地表面と水平方向の磁気フィールド及び垂直方向の磁気フ
ィールドを生成するために、シリンダ型であってよい。特に、送信導電性ワイヤループ１
２５はワイヤループが円形に曲がることにより形成されてよい。特に、送信導電性ワイヤ
ループ１２５はメインボディ１３０の内部の周縁に接して生成されてよい。送信導電性ワ
イヤループ１２５が生成する磁場については、図４Ａないし図４Ｃを参照しながら後述す
る。
【００６６】
　なお、送信共振部１２０は、ＬＣ共振器として、共振キャパシタとインダクタの値を変
化させて共振周波数を変更させてよい。
【００６７】
　なお、無線電力送信装置１００は、金属物が近くにある際、Ｑ－ｆａｃｔｏｒが急激に
低くなるＥｄｄｙ　Ｆｉｅｌｄ現象を防止するために遮蔽剤を含んでよい。無線電力送信
装置１００の遮蔽剤については、図５を参照して説明する。
【００６８】
　上述のように、無線電力送信装置１００は、送信共振部から生成された磁気的エネルギ
ーを無線で無線電力受信装置２００、３００に伝送する。
【００６９】
　なお、無線電力受信装置２００は、図２に示すように、受信共振部２１０と、整流部２
２０と、ＤＣ／ＤＣ変換部２３０及び充電部２４０を含む。
【００７０】
　図２Ｃに示すような受信共振部２１０は、特定周波数に集中した磁気的エネルギーを受
信する。具体的に、受信共振部２１０は、無線電力受信装置２００（例えば、３Ｄメガネ
）の縁に形成された受信導電性ワイヤループ２１５と、受信導電性ワイヤループに接続さ
れた共振キャパシタ２１６及びピックアップ導電性ワイヤループ２１７を含む。特に、無
線電力受信装置２００が３Ｄメガネである場合、受信導電性ワイヤループ２１５は、３Ｄ
メガネのメガネフレームに形成されてよく、無線電力受信装置２００がリモコン又は携帯
電話である場合、受信導電性ワイヤループ２１５は、リモコン又は携帯電話の縁に形成さ
れてよい。しかし、これは一実施形態に過ぎず、３Ｄメガネ、リモコン及び携帯電話の別
の位置に受信導電性ワイヤループ２１５が形成されてよい。この時、受信導電性ワイヤル
ープ２１５は、ＰＣＢ又はフィルムＰＣＢを用いて形成されてよい。
【００７１】
　受信導電性ワイヤループ２１５は、送信共振部１２０から生成された共振周波数の磁場
により、受信共振部２１０がアクティベーションされることにより、電流が流れるように
なる。この時、受信導電性ワイヤループ２１５は、送信共振部２２０から生成された水平
方向の磁気フィールド又は垂直方向の磁気フィールドと垂直に置かれることにより、アク
ティベーションされる。具体的に、無線電力受信装置２００が支持台１４０に置かれた場
合、受信導電性ワイヤループ２１５は送信共振部１２０から発生する水平方向の磁気フィ
ールドと垂直になるように置かれることによりアクティベーションされる。なお、無線電
力受信装置２００がメインボディ１３０の上面１７０に置かれた場合、受信導電性ワイヤ
ループ２１５は送信共振部１２０から発生する垂直方向の磁気フィールドと垂直になるよ
うに置かれることによりアクティベーションされる。
【００７２】
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　ピックアップ導電性ワイヤループ２１７は、受信導電性ワイヤループ２１５から発生し
た電流が誘導されるようにし、整流部２２０に提供する。
【００７３】
　整流部２２０は、ピックアップ導電性ワイヤループから伝送されたＡＣ電圧をＤＣ電圧
に整流する。この時、整流部２２０は４つのダイオードを備えるブリッジダイオードとフ
ィルタリング役割を担うキャパシタを備えてよい。しかし、これは一実施形態に過ぎず、
ＡＣ入力をＤＣ入力に整流する別の回路を用いて実現してよい。
【００７４】
　整流部２２０によって整流されたＤＣ電圧が一定の電圧を維持していないため、ＤＣ／
ＤＣ変換部２３０は整流されたＤＣ電圧が一定の電圧に維持されるようにＤＣ電圧を調整
する。
【００７５】
　充電部２４０は、前記整流された一定電圧をバッテリに充電する。特に、充電部２４０
は整流部２２０の出力電圧を用いて充電動作を制御する充電ＩＣ及びバッテリを含んでよ
い。
【００７６】
　以下では、図３及び図４を参照しながら無線電力送信装置１００をより具体的に説明す
る。
【００７７】
　図３は、本発明の一実施形態に係る無線電力送信装置１００の外部構成を示す図である
。図３に示すように、無線電力送信装置１００はメインボディ１３０と、支持台１４０と
、表示部１５０及びボタン部１６０を含む。
【００７８】
　メインボディ１３０は、無線電力送信装置１００の送信共振部１２０を収容する。特に
、図３に示すように、シリンダ型の送信共振部１２０を収容するための、メインボディ１
３０はシリンダ型である。そして、メインボディ１３０は第２無線電力受信装置３００が
置かれるように、平らな上面１７０を含む。従って、第２無線電力受信装置３００がメイ
ンボディ１３０の上面に置かれることにより、垂直方向の磁気フィールドにより無線充電
が可能となる。
【００７９】
　支持台１４０は、メインボディ１３０の側面に形成される。特に、図３に示すように、
支持台１４０の周縁には無線電力送信装置１００の電源状態などを報知する表示部１５０
を含む。この時、支持台１４０は第１無線電力受信装置２００が収納できるように、円形
板の形態で実現されてよい。従って、第１無線電力受信装置２００が支持台１４０の上に
置かれることにより、水平方向の磁気フィールドにより無線充電が可能となる。
【００８０】
　なお、無線電力送信装置１００は、無線電力受信装置２００、３００を充電するか否か
に応じて、電源を制御するための電源ボタン部１６０を含む。
【００８１】
　図４Ａないし図４Ｃは、本発明の一実施形態に係る無線電力送信装置２００から生成さ
れた磁場を示す図である。
【００８２】
　図４Ａに示すように、シリンダ型の無線電力送信装置１００は、垂直方向の磁気フィー
ルド４３０及び水平方向の磁気フィールド４４０を発生する。従って、垂直方向の磁気フ
ィールド４３０は第２無線電力受信装置３００のループ面４１０と垂直となることにより
、第２無線電力受信装置３００を充電する。なお、水平方向の磁気フィールド４４０は第
１無線電力受信装置２００のループ面４２０と垂直となることにより、第１無線電力受信
装置２００を充電する。
【００８３】
　なお、図４Ｂは、図４Ａに示された無線電力送信装置１００の内部に含まれた送信共振
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ールド４３０と水平方向の磁気フィールドの磁気フィールド４４０を生成するために、送
信共振部１２０はシリンダ型である。
【００８４】
　図４Ｃは、シリンダ型の送信共振器１２０の磁気フィールドを示す図である。図４Ｃに
示すように、シリンダ型の送信共振器１２０の磁気フィールドは上面と側面の垂直方向に
形成されることがわかる。
【００８５】
　一方、無線電力送信装置１００が金属テーブルに置かれる場合、金属テーブルにより送
信共振器１２０の共振周波数が移動されたり、Ｑ－ｆａｃｔｏｒが低下する現象（Ｅｄｄ
ｙ　Ｃｕｒｒｅｎｔ効果）が発生する。従って、金属テーブルにより無線電力送信装置１
００の充電性能が減少する現象を防止するために、無線電力送信装置１００は遮蔽構造を
含んでよい。以下では、図５を参照しながら無線電力送信装置１００の遮蔽構造について
説明する。
【００８６】
　図５は、本発明の一実施形態に係る遮蔽構造が含まれた無線電力送信装置１００を示す
図である。図５に示されたＲＦアンプ部１１０及び送信共振部１２０についての説明は図
２での説明と同様である。
【００８７】
　無線電力送信装置１００が、Ｅｄｄｙ　Ｃｕｒｒｅｎｔ効果を防止するために、ＲＦア
ンプ部１１０はシールドケース（Ｓｈｉｅｌｄ　Ｃａｓｅ）１１３で囲い込まれる。この
時、シールドケースははんだメッキであってよい。
【００８８】
　なお、ＲＦアンプ部１１０と送信共振部１２０との間に遮蔽剤１１５を更に含んでよい
。この時、遮蔽剤１１５はフェライトシート（Ｆｅｒｒｉｔｅ　Ｓｈｅｅｔ）で実現され
てよい。遮蔽剤は低抵抗経路を確保し、Ｑ－ｆａｃｔｏｒのほとんどを補償する。
【００８９】
　なお、ＲＦアンプ部１１０と送信共振部１２０との間に予め設定された離隔区間１１７
を持つように形成されてよい。これは、共振周波数の変化を事前に遮断するためである。
【００９０】
　上述のシールドケース１１３と、遮蔽剤１１５及び離隔区間１１７を介して共振周波数
が変わり、Ｑ－ｆａｃｔｏｒが減少するＥｄｄｙ　Ｃｕｒｒｅｎｔ効果を防止することが
できるようになる。
【００９１】
　一方、本発明で説明した実施形態で受信導電性ワイヤループが送信共振部１２０から発
生する磁気フィールドに垂直方向であると想定したが、これは一実施形態に過ぎず、別の
角度からも実現できる。即ち、受信導電性ワイヤループが磁気フィールドと垂直の場合、
エネルギー受信効率が最も高いことを意味するだけであって、別の角度（垂直に近い角度
）を適用して本発明を実現することもできる。
【００９２】
　上述のように、一つの無線電力送信装置を通じて複数の無線電力受信装置（３Ｄメガネ
、リモコン、携帯電話など）を充電することで、ユーザはより簡単かつ効率的に各種機器
を充電できるようになる。
【００９３】
　以上、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について詳細に説明したが、本
発明はかかる例に限定されない。本発明の属する技術の分野における通常の知識を有する
者であれば、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇内において、各種の変更例ま
たは修正例に想到し得ることは明らかであり、これらについても、当然に本発明の技術的
範囲に属するものと了解される。
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